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12月のある日の日経新聞より

ＥＳＧ投資 次は自然資本 森や水源守り温暖化抑制
ファンド設立 昨年の２倍 災害・食糧難 改善へ
国際枠組み発足 ＣＯＰ２７で議論

投資を通じて自然資本の保護を目指す動きが広がり始めた。自然や生態系
の保護に力を入れる企業に投資するファンドが増え、今年の新規設立数は通
年の２倍に達した。自然資本の保護はＥＳＧ投資で温暖化ガス抑制に続く注
目テーマ。

12月には生物多様性条約ＣＯＰ１５が開かれる。加盟国が３０年までに国
土の３０％以上を生物種の保護区域に定めることなどを議論する見通し。

自然関連財務情報開示タスクフォースＴＮＦＤも２３年９月をめどに、自
然環境の破壊が企業経営に及ぼすリスクなどの開示指標を公表する見込み。
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生物多様性条約第15回締約国会議（COP15）第二部

• 2022年12月7日～19日＠カナダ・モントリオール
• 2030年までの新たな世界目標である「昆明・モントリオー
ル生物多様性枠組」が採択された。

昆明・モントリオール2030年ターゲット （緊急に取るべき行動）

1： 空間計画
2： 自然再生
3： 30by30
4： 種・遺伝子の保全
5： 生物採取
6： 外来種対策
7： 汚染
8： 気候変動

14： 生物多様性の主流化
15： ビジネス
16： 持続可能な消費
17： バイオセーフティー
18： 有害補助金

9： 野生種の利用
10：農林漁業
11：自然の調整機能
12：緑地親水空間

(1) 生物多様性への脅威の縮小 (3)実施・主流化のツールと解決策(2) 人々の需要が満たされる

13： 遺伝資源への
アクセスと利益配分
（ABS)

19： 資金
20： 能力構築、技術移転
21： 知識へのアクセス
22： 先住民、女性及び若者
23： ジェンダー



30by30ロードマップ、OECM、自然共生サイト

●国内の30by30目標達成に向けて、COP15に先立ち「30by30ロードマップ」を策定

●次期生物多様性国家戦略（年度内閣議決定予定）に「30by30目標」を組込み

■国立公園等の保護地域の拡張と管理の質の向上

■地域の力を結集し、OECMで目標達成へ
OECM※:保護地域以外の生物多様性保全に貢献している場所（例 里地里山、企業の水源の森）

●民間の所有地等を環境省が自然共生サイト（仮称）として認定し、OECMとして30％に組み込む。
●認定により、企業価値の向上や交流人口の増加を通じた地域活性化につなげる。

（自然を活用した社会課題の解決（NbS※））
●自然共生サイト（仮称）認定に向けた実証事業を2022年度に実施。

民間所有地等の
少なくとも100地域
以上で認定

ロードマップ公表
自然共生サイト(仮称)実証

生物多様性COP15
次期生物多様性
国家戦略の決定

※Other Effective Area-based Conservation Measures 

保護地域の拡充（国立公園等の拡張等）

※Nature-based Solutions 

4/8公表

保護地域の拡張（日高山脈）

30by30ロードマップのポイント

OECMとなるような里地里山
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生物多様性の世界的な損失とネイチャーポジティブ

30 by 30
サーティ バイ サーティ

• 生物多様性の新たな世界目標である「昆明・モントリ
オール生物多様性枠組」が採択

• 2030年までに陸と海の30％以上を保全することが目
標の一つ

ネイチャーポジ
ティブ

• 2021年６月のG7サミット（英）では、2030年まで
に生物多様性の損失を止め、回復軌道に乗せる「ネイ
チャーポジティブ」を打ち出した。

• さらに、G7各国は新たな世界目標※１に先立ち、自国
内で30by30目標に取り組むことを約束※2。
※１ 2022年12月に決定した昆明・モントリオール生物多様性枠組
※２ G7「2030年自然協約」

OECM
オーイーシーエム

• 30％以上にカウントできる新しい手法

自然共生サイト • OECMの国際データベースに乗せる日本独自の環境省
認定の仕組み
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企業や投資家はどうみているか 気候変動の次は生物多様性

民間企業や金融機関が、自然資本及び生物多様性に関するリスクや機
会を適切に評価し、開示するための枠組みを構築するための組織
2019年世界経済フォーラム年次総会（ダボス会議）で着想
資金の流れをネイチャーポジティブに移行させるという観点
2023年9月の最終版策定に向け、順次ドラフトを公表

なお、先行する気候変動についてのルール（TCFD）は、すでに英国で
上場企業に義務化されている。

TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）

自社の事業活動が自然環境に及ぼす影響や依存度に関して情報開示や定量評価を
求める動きが加速している
一例



OECMあるいは“自然共生サイト”

企業の森、ナショナルトラスト、バードサンクチュアリ、ビオトープ、自然観察の森、里地里山、
森林施業地、水源の森、社寺林、文化的・歴史的な価値を有する地域、企業敷地内の緑地、屋敷林、
緑道、都市内の緑地、風致保全の樹林、都市内の公園、ゴルフ場、スキー場、研究機関の森林、環
境教育に活用されている森林、防災・減災目的の森林、遊水池、河川敷、水源涵養や炭素固定・吸
収目的の森林、建物の屋上、試験・訓練のための草原・・・

例えば以下のような、本来目的に関わらず生物多様性
の保全が図られている区域を「自然共生サイト」認定

30by30ロードマップ、OECM、自然共生サイト ー日本のしくみー
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Other Effective Area-based 
Conservation Measures 

日本の環境省

保護地域の国際
データベース

OECMの国際
データベース

法的な規制のあるエリア

すでに国土の20％を登録 保護地域との重複を除いて登録

30by30にカウント
される見込みの面積

令和５年４月から開始
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本業と生物多様性をつなげる具体的なアイデア 大崎の例

• 水田と居久根（いぐね）で生物が循環で
きる仕組み
「居久根」は様々な樹種で構成され、多様
な生き物を支える基盤に。季節によって水田と
居久根を行き来して生息している生き物も数
多く存在します。
• クモやカエルによる害虫の軽減
害虫の天敵となるクモやカエルなどに配慮した
有機栽培や環境保全米の栽培から害虫被
害の軽減が試みられています。
• マガンの越冬地としての役割
冬の農地は10万羽を超えるマガンの越冬地
としても重要な役割を果たしています。

大崎耕土HPより抜粋、順番変更
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大崎の例 社会貢献から優良投資先へ

地域企業

いぐねの
景観保全

支援＝社会貢献

地域企業

いぐねの
景観保全

投資

害虫を抑制する
天敵のすみか

減農薬
栽培 ブランド米

・差別化

水稲栽培
継続意欲

田んぼ
ダム機能

生態系サービス
立地基盤の安定

投資家
社会貢献して偉いね。 長期的な事業の安定

性が見込めるから優良
な投資対象だ。

ネイチャーポジ
ティブ協定

認定サイト
なら安心

認定サイト
なら安心



自然共生サイト認定のインセンティブの検討もはじまっている

サイト所有
者

認定機関
（国）

自然共生サイ
ト認定

経済的支援等
（証書への対
価）

支援者

証書によ
る対外PR
等

サイト管理
者

登録申請

自然共生サイト認定と貢献証書制度イメージ

証書発行機関
（国、委託事
業者）

証書の発行

サイト認定
による対外
PR等



●参加希望者は、自ら行おうとする取組を事務局に登録（随時受付）

●参加による効果は以下の通り。

参加者をWebサイト上に掲載し、その取組を発信
自然共生サイト（仮称）の申請を支援
ロゴマークを使って取組をPR 等

モチーフとしてカエルを採用し、その中に森や海と
いった自然やそこに住むいきもの、さらには都市や
舟など人々の生業を配置。
カエルの体部分（上部）は森林など陸域をイメージ
した緑基調の和紙、顔の部分（下段）は、海や川な
ど水域をイメージした青基調の和紙で表現。

参加方法とその効果

30by30アライアンスサイト
・参加者一覧を掲載
・自らの取組を掲載可能
・将来的にはマッチング機能も検討

30by30アライアンスロゴ

（2023年1月25日現在）

30by30をみんなで進めていくための有志連合

環境省を含めた産民官17団体を発起人とする「生物多様
性のための30by30アライアンス」を2022年４月に発足。
企業、自治体、NPO法人等、計350者が参加

自らの所有地や所管地内のOECM登録や保護地域の拡大を
目指す／そうした取組を応援するなど、30by30の実現に
向けた行動をとる仲間たちの集まり。
（自治体：宮城県、新潟県、兵庫県豊岡市など 34者）
（企 業：トヨタ、イオン、パナソニックなど187者）
（団体等：北海道大学、(一財)京都仏教会など 95者）

「生物多様性のための30by30アライアンス」
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ご静聴ありがとうございました。

３０ｂｙ３０アライアンス


